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　　0.はじめに
　金融制度の改革法が1993年４月から施行され，長期信用銀行や農林中央
金庫の証券子会社が７月に発足し，信託銀行の証券子会社や証券会社の信
託子会社も11月に発足したが，生命保険会社も96年の業法改正を控え，他
業態への参入が検討課題になっている。本論では，規模の経済性を生命保
険会社に当てはめて分析する。あわせて範囲の経済性(多角化の経済性)に
ついてもチェックすることを目的とし，制度改革によって銀行業を兼営し
た場合の，規模・範囲の経済性の計測を試行的に行なう。
　ところで，金融機関の競争力の問題が，金融の国際化・グローバル化に
よる海外進出などとの関わりで議論されている(たとえば，日本銀行[1992])。
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　「企業の競争力というのは，高度の技術を背景に良質の製品・サービスを
安価かつ迅速に提供しうる能力」をさし，「企業の理論からは生産技術ま
たは要素投入費用構造といった生産に関する技術的条件として規定され
る」1）。競争力のある企業というのは，「ある一定の生産要素を産出しうる
生産技術を通している企業が競争的である」ことになるので，金融機関に
即していえば，「ある一定量の金融仲介サービスを所与として，より安価
な方法で生産しうる費用構造を有している」金融機関が競争的であるとい
う2）。
　このように，金融機関の競争力を考える場合，費用構造についてアプ
ローチするのが１つの考え方であり，これは効率性に焦点を当てるものと
いえよう。さらに，銀行などの場合には投入生産要素を株式と労働コスト
と考え，その費用構造を資本コストと労働コストについて議論することが
行なわれている（倉沢ほか［1992D。このような資本コストによる分析のほ
かに，通常行なわれるのが，金融機関の生産する金融仲介サービスの大き
さである規模を競争力尺度として用いる，いわゆる規模の経済性の分析で
ある。本論で行なう規模指標を競争力および効率性の代理変数とするもの
である。翻って，生保会社の多くは相互会社形態であり，資本コスト概念
を株式会社のように当てはめることには問題が多いからである。
　　1. FRBank of Chicago の分析
　　　　　　　一株価による兼営の効果分析－
　アメリカでは銀行持株会社（Ｂａｎｋ Holding Company : ＢＨＣ）による銀行
業，証券業，保険業の兼営が事実上行なわれている。この点に注目して
ＢＨＣによる非銀行業務への進出を分析したものにBrewer et.al.［1988］の
分析がある。 BrewerらはＢＨＣのリスクに注目して，ＢＨＣが非銀行業務
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を行なった場合のシミュレーションをしたものである。 1980年，82年，86
年の３年について，その株式が市場で活発に取引されているBHC 170社
と，非銀行会社325社の計495社をサンプルに選び，非銀行業務のうち
ＢＨＣ法によってＢＨＣに認められ業務は「容認業務」と「非容認業務」に
区別されるので, 495社を14にグルーピングした。それは，銀行グループ，
容認済みの非銀行業務を行なうグループ（消費者金融会社（ファイナンス・カ
ンパニー），商工業金融会社（ファイナンス・カンパニー），住宅抵当会社（モー
ゲジ・カンパニー），消費者信用調査会社（リース会社），未容認の非銀行業務
を行なうグループ（貯蓄貸付組合（Ｓ＆Ｌ），証券ブローカー・ディーラー，保
険代理店・ブローカー，生命保険アンダーライター，健康・傷害保険アン
ダーライター，損害保険アンダーライター，不動産会社，経営コンサル
ティング会社）である。
　このグルーピングの上で，１社毎に株価の対前日比変化を求め，その分
散を算出して，各グループのリスクの程度を表わすものとした。この株価
の動き（振れ）が大きければリスクが高く，反対に小さければリスクは低
いと判断される，というのが彼らの分析である。
　表１にみるように，銀行業務グループの分散（リスク）は0.220であるが，
他の13グループの分散はそれよりも大きく，銀行業務よりもリスキーであ
ることが分る。ただし，銀行業務のリスクは預金保険制度によって過小に
表示されていると考えられる，としている。
　問題は，銀行業務と非銀行業務を兼営（結合）した場合である。兼営（結
合）というのは，ＢＨＣが非銀行会社を仮想的に買収ないし合併する(hy-
potheticalacquisition,hypotheticalmerger)場合である。このシミュレーショ
ンは，ＢＨＣで銀行業務を代表させ，非銀行会社で非銀行業務を代表させ
る。このシミュレーション結果が表１の右の欄であるが，銀行業務と非銀
行業務の間には，リスクを引き下げる組合せがある，というのが彼らの結
論である。
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（表１）銀行業務と非銀行業務のリスク(1980, 82, 86年）
　つぎに，サンプル495社のうち代表的なBHC １社が13種類の代表的な非
銀行会社をそれぞれ１社ずつ仮想的に買収・合併するものとし，買収金額
を合併後のＢＨＣの資本金の5％，10％，25％の３つのケースでシミュ
レートしている。その結果，５％出資のケースはＢＨＣのリスクはあまり
増大しないし（分散の伸びは低い），10％出資のケースも同様であるという。
しかし，25％出資になると，分散は大きくなり，ＢＨＣのリスクは増大して
いる（表２）。とくに，５％出資であれば，保険代理店・ブローカー，生命
保険アンダーライターといった「非容認銀行業務」を兼営してもリスクは
小さいのである3）。
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（表2）ＢＨＣによる非銀行会社の仮想的買収の効果
　　2.先行研究
　生保会社の競争力のチェックとして規模の経済・範囲の経済を計測する
ことは，すでにいくつかの研究がある。その手法は，銀行業について行な
われるものを踏襲したものであるが，生命保険会社についてはさまざまな
問題がコスト構造に存在する。生保会社のコストは，経常費用，保険金等
支払（保険金，年金，給付金，解約返戻金等），資金運用費用，事業費などがあ
るが，事業費を被説明変数に用いることには問題があることは，以下の3.
からも明らかである。もし，事業費を用いるとしても，事業費そのものに
いくつかの技術的問題がある。
　保険が超長期商品であることから，解約・失効の可能性を考慮すると事
業費の期間配分が技術的に難しい。
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　①　解約・失効のリスクを考慮して事業費は早めに期間配分・償却され
　　ること，
　②　保有契約に対して新規契約が高いと事業費率も高くなる傾向がある
　　こと（創業して間もない時期や契約高が急伸すると事業費率が高めになる），
といった困難を考慮することが求められよう。さらに，事業費を固定費と
変動費に分けてコスト構造を分析することも必要になる。
　生命保険における規模・範囲の経済性の先行研究としては，『日本経済
の現況（1989年）』，『経済白書（1989年）』（いずれも費用＝事業費十保険金支
払），筒井義郎［1990］（費用＝事業費），高橋［1990］（費用＝経常費用），松浦
［1993］（費用＝生産要素指数［独自推計，調達資金・労働サービス・資本サービス
・その他中間投入Ｄ，筒井ほか［1992］（費用＝事業費），福田・張［1993］（費用
＝経常費用÷総資産）などがある4）。すなわち，ほとんど事業費を被説明変数
にとっているのである。
　一方，生命保険業の産出物としては，①保有契約件数・新規契約数，②
収入保険料・運用収益，③総収益，④経常利益・剰余金，などが考えられ
るが，以下の5.では保険料収入と資産運用収益，および総資産をとる。一
方，投人物としては，①保険金等支払，②運用費用，③事業費・事業費に
準ずる費用，④募集人数・営業職員数，などが考えられるが，以下の5.で
は経常費用，事業費，事業費十保険金支払をとる。
　　3.生命保険会社の事業費の構造
　生保会社の事業費は，予定新契約費，予定集金経費，予定維持費からな
る。予定新契約費は，新契約の締結・成立に必要な経費で対保険金比例の
部分と対保険料比例の部分からなる。予定集金経費は保険料の集金に要す
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る経費で，対保険料に比例する。予定維持費は保険期間を通じて契約を維
持管理するための経費で，対保険金比例である。
　予定新契約費は，保険契約の募集に従事する営業職員の給与等，募集機
関の長の給与等，本社の営業活動・募集機関規模拡充・販売促進経費，診
査医等給与，申込書・パンフレット印刷費などである。予定集金経費は，
集金に従事する職員の給与等，代理店の集金手数料等，銀行振込料などで
ある。予定維持費は，役員の報酬等，内勤職員の給与等，業務用店舗の賃
借料・維持費等，会社保有の不動産・動産の維持管理料等，調査・研究経
費，会議費，広報活動費，協会会費，諸経費等である。このほかに事業費
に準ずる経費(一般企業の一般管理費に相当する)もあり(税金,減価償却費)5)，
付加保険料から支払われる。
　いま，30歳で30年満期・1,000万円の普通養老保険に加入すると，保険
料は年に約20.8万円程度である。単純計算すると，新契約費は保険加入の
年に約２万円で，それ以降は20.8(万円)×2％＝4,160(円)，予定集会費は
20.8(万円)×0.03＝6,240(円)，予定維持費＝1,000(万円)×0.0024＝2.4万
円である。加入の年に50,240円が，それ以降は34,400円が付加保険料とな
る。それぞれ24.2％，16.5％の割合である。
　ところで，対枠事業費率という概念がある。これは，(事業費)÷(予定事
業費枠[付加保険料］）で示される。事業費効率をみる指標であり，実際の
事業費が予定事業費のどのくらいに収まるかをみることができる(多くの
生命保険会社は１以下である)6)。
　もっとも，予定事業費枠が全期チルメル式なので，純保険料式に比較し
て枠自体が大きくなるとか，事業費に準ずる経費が含まれないなどの問題
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がある。たとえば，コンピュータを資産計上すると，減価償却分だけ分子
が小さくなるが，リースや賃借であればその費用が経費として分子に入る
ことになる。
　いずれにせよ，費差益は，費差益＝予定事業費－(事業費十事業費に準
ずる経費)，で表わされる。
　　4.事業費率の算出の問題点
　通常生保会社の事業費率は，対収入保険料で算出される。これは行政の
指導や業界での長年の検討と慣習を経てきたもので，評価できるものであ
る。事業費というフローの計数と収入保険料というフローの計数を比較し
ているからである。ところが，他の金融業態と比較するときには，著しく
問題を発生する。というのは，他業態の経費率がフローの計数である経費
　(事業費)に対して，分母にはストックの資産をとることが多いからであ
る。さらに，事業費には租税公課・減価償却などが含まれないの問題があ
る(他業態の経費の内訳は人件費，物件費，税金である)。
　したがって，業態間のコスト比較，経営効率比較，あるいは規模の経済
性・範囲の経済性の計測時の被説明変数の取り扱いには慎重な配慮と手続
きを必要とすることがわかる。
　図１の実線は，事業費を対総資産でみたものであり，表３では，その業
態間比較を行なっているが，生保の事業費対総資産比率は高水準である。
したがって，先に指摘したように，効率化の必要性は高いといえよう。
　しかし，事業費率を対総資産でみることには，反論もありえよう。とい
うのは，生命保険会社の機能は保障の提供である保険金等の支払にあるか
らで，保険金額に対してどのくらいの費用を徴収するかが問題であると考
えられるからである。銀行ならば，預金に対しての経費率であり，預金原
価の一部で，預金を集めるための経費そのものを表わすのが経費率である
からであるという批判もある。もっとも，銀行の場合には，預金と総資産
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(図Ｏ　事業費率
（表３）業態間経費率
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（表４）保険種類毎の保険料積立金
　一純保険料式保険料積立金－
はほぼ等しいこと，最近は分母を総資産でとる総資産経費率が重要になっ
ていることを指摘しておきたい。つまり，対総資産で捉らえるのは，銀行
　　　　　　　　　　　　　－133（10）－
業を営む上での費用という意味である。したがって，生命保険業を営む上
での費用という概念として捉らえたいのである。
　この点について，対総資産で捉らえることは，事業費を対責任準備金に
近似して捉らえることになり，保険の種類によって責任準備金が相違する
以上，対総資産ベースの事業費率は保険金支払という発生要因を無視して
いる考え方になる，という反論もありえよう。極端なケースでは，団体定
期保険のように未経過保険料のみで保険料積立金を有しない保険であって
も，事業費が必要になるからである。
　さらに，保険会社の保有保険商品の構造で，事業費対総資産比率は異
なってくるという問題もある。貯蓄性の高い商品のシェアが高ければ，こ
の比率は低くなることになるし，定期保険のシェアが高ければ保険料積立
金が小さいのでこの比率は高くなるからである7)。
　業態間比較を行なうとき，分母・分子の整合性が問題となり，保障機能
のみに特化しているならぼ総資産が不当に小さくなってしまい，事業費対
総資産比率という経費率が高まるという本質的な問題を回避できないこと
になる。
　このような問題点はあるにせよ，業態間の効率性の比較，さらに今後予
想される業務の相互乗り入れを勘案するとき，共通の分母・分子による分
析は不可欠で，事業費対総資産比率は有力な手がかりを与えよう。
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　　５．生命保険会社の規模・範囲の経済性
　生命保険会社の規模の経済性・範囲の経済性を推計し，銀行業務を兼営
した場合の効果を以下で考察するが，まず通常の手法による計測を行なう。
推計式は，コブ・ダグラス関数およびトランスログ関数で，1992年３月期
決算データにより，内国生保会社について計測した。計測式は，コブダグ
ラス型費用関数として，
　　　In C=a+b＼nY
を考瓦，ｂ＜1ならば規模の経済性が存在することになる。コブダラス関数
は，平均費用が規模の単調関数であることを仮定しているので，トランス
ログ型費用関数も計測した。
　計飼犬は，
　　　In C=a十blnY十ｃ(lnｙ)2
で，み＋2ｃInｙ＜1であれば規模の経済性が存在することになる。
　範囲の経済性(費用の補完性)というのは，業務の多角化によって費用が
減少する効果を指すのであり，費用関数で表わせば，
　　　Ｃ(ｙl，ｙ2)＜C1(ｙ1)十C2(ｙ2)
で示される状態である。規模の経済性は生産量・産出(規模)から生まれ
る経済性を効率性の基準とし，金融機関の競争力を表わすものととみてい
た。これに対し，範囲の経済性は１企業が複数業務を行なうことを効率性
を基準としてみるもので，範囲の経済の実現が費用低下になり，競争力を
強めることになるというものである8)。
　範囲の経済性のチェックの計測式は，トランスログ型費用関数で，
　　　＼nC=a十β1 Inｙl十β21nｙ2十γ,(lnｙl)2十γ2(In Y2y
　　　　　　　　　　　　　　　　十β12 On ｙ1･Inｙ2)
を考え，β1･β2十β12<0ならば範囲の経済性がある。ここでは，保険料収入
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と運用収益の間の範囲の経済性をチョックした9）。
　表５が計測結果である。この結果，規模の経済性は，被説明変数（投入）
として，経常費用，事業費，（事業費十保険金支払）をとり，総資産を説明変
数（産出）にとった場合に存在することが明らかである（コブダグラス型関
数，トラソスログ型関数いずれも場合も）。また，被説明変数を対総資産の費用
　（平均費用）でとり，説明変数を保険料収入対総資産でとると事業費（対総
資産）の場合を除いて，規模の経済性が存在することが明らかである。
　　　　　　　　　　　　　　（表５）計測結果
　しかし，事業費対総資産を保険料収入対総資産で説明させた場合につい
て，規模の経済性の存在しないことは，個別の生保の会社毎の費用構造の
相違が問題となることを示すものであるかもしれない（もっとも，係数の値
は有意に１と異なっていないので決定的なことはいえない）。ただし，福田・張
－130（13）－
［1993］の分析でも，投入物を経常費用対総資産，産出物を収入保険料対総
資産でとった計測を行なっているが，上の分析結果と同じように，規模の
経済性が確認されており，費用構造の問題はそれほどの問題を発生させな
いかもしれない。
　また，範囲の経済性については，費用の補完性が存在し，保険料収入と
資産運用収益の間における多角化の利益の存在が確認された。すなわち，
生命保険会社におけて金融仲介業務の範囲の経済性が存在し，金融仲介機
関としての機能が発揮されることの根拠が示されたことになる。
　以上から，多くの先行研究が認めているように，生保会社にほぼ規模の
経済性が確認でき，規模拡大による効率性の向上が期待できる。その限り
では競争力も規模拡大によって実現できる。しかし，保険料収入の拡大が
必ずしも競争力を強めていない感もあり，今後の課題である。
　　6.銀行業務兼営のシミュレーション
　ところで，通常行なわれる範囲の経済性のチェックは，銀行であれば貸
出と有価証券運用の間の範囲の経済性や，預金と貸出という金融仲介業務
における範囲の経済性である。ところが，範囲の経済性の議論は金融業務
の多角化，他業態への参入による業務拡大といった金融制度改革の有効性
をめぐるものであり，業務多角化の利益を検討するものであった。金融業
においては，情報の有効利用による費用の削減という経済性であろう。銀
行の機能を情報生産と捉らえる考え方からすれば，銀行は貸出業務で得た
特定企業ないし産業に関する情報やノウハウを別の業務に利用することに
よって範囲の経済性を享受できることになる。
　したがって，現状の業務の中での範囲の経済性をチェックすることに意
味があるにしても，現状で遂行していない業務を新たに行なった場合に，
業務多角化の利益があるかをチェックすることが重要であろう。このよう
な形での範囲の経済性のチェックはほとんど行なわれていない。
　　　　　　　　　　　　　　－129（14）－
　そこで，生命保険会社が他の業務とりわけ銀行業務に参入した場合の範
囲の経済性を検討することとしたい。生命保険会社は金融仲介機能をもつ
が，決済業務などを銀行ほどもつとはいえない。また，貸出業務も銀行ほ
どの規模ではないし，メインバンクになっている企業も銀行ほどではない。
あるいは，銀行業に参入するにしても銀行ほど情報生産機能を発揮するか
は不明である。したがって，生命保険会社の業務多角化といっても，実態
について相当の制約があり，かなり強引な前提を置く必要がある。
　データの制約や業務自由化の将来が不明なので，全くの試論になるが，
もし生命保険会社が現行の銀行業を兼営できたとする。無論，子会社方式
によるか，本体方式によるか，さまざまな限定があるが，立ち上げ期間を
経過し，一定のパフォーマンスを実現した状況を想定する。新規業務に進
出した当座は立ち上げの期間であり，企業合併でも合併効果が発揮される
までに一定の期間を想定するように，範囲の経済性は期待できない。した
がって，立ち上げ期間を経過した状況での推計にならざるを得ない。
　現在の生命保険会社が，銀行業務を兼営するものとするが，規模の差，
提供している保険商品の相違があり，均一の取り扱いは意味がない。した
がって，当面，規模の差を念頭に置き，規模別に対応する銀行業務の計数
を用いて，業務多角化を行なうものとする。
　生命保険会社を総資産規模で３段階に区分し，大規模グループは都市銀
行並みの銀行業務を，中規模グループは地方銀行並みの銀行業務を，小規
模グループは信用金庫並みの銀行業務を行なうものとする。都銀・地銀・
借金の各業態は，融資対象も異なり，存立する地域も異なるので，一概に
規模対応で計数を当てはめることには問題が多い。このような問題を意識
した上で，データ加工を行なう。データは，1992年３月末のものである。
　大規模グループを都市銀行データと対応させるが，大規模グループ（上
位８社）にも総資産で５対１程度の格差がある（中規模グループで４倍，小規
模グループで30倍程度）。そこで，規模別格差を考慮してデータを加工した
　　　　　　　　　　　　　　－128（15）－
　ケース１は対応する銀行業のデータを規模別に対応させ，総資産に準ず
る預金業務を行なうとした場合である。ケース２は，規模別に対応させる
が，銀行業務はほぼ1/2程度に留める場合である。
　　（表６）生保総資産と銀行業務兼営時の預金量（1992年３月末，単位億円）
－127（16）－
　なお，参考までにあらゆる生保会社が都市銀行並みの業務を行なった場
合（ケース３）と，地方銀行並みの業務を行なった場合（ケース４）について
も計測した。
　計測結果は，表７のように整理される。費用は，経常費用と事業費をと
り，説明変数は総資産である。規模の経済性は，ケース１，ケース２とも
に表６よりも大きくなっていることがわかり，銀行業務の兼営は競争力を
高める効果をもつ。また，範囲の経済性も符号条件を満たし，預金業務を
行なうことによって，範囲の経済性を実現することが分る。さらに，資金
調達に保険料収入に預金を加え，資金運用に銀行並みの運用を追加した場
合にも，範囲の経済性があることが分り，金融仲介機能が補強されること
が分る。
　　　　　　　　　　　　（表７）シミュレーショソ
－126（17）－
　とくに，銀行業務兼営による費用構造の変化はないものとした点に注意
しておきたい。すなわち，コンピュータ投資などはそれぞれ現状のままで
あり，本来兼営によってコンピュータ投資などは節約できることは無視し
た。つまり，それらの節減ができればもっと範囲の経済性は大きくなろう。
この点は，生保外務員が銀行の渉外活動（預金獲得・融資活動など）を行な
い，銀行業務兼営による人件費の抑制がなされる場合も同様である。参考
までに行なったケース３およびケース４についても結論は変らない。
　このように，生命保険会社が銀行業務に参入することには，規模の経済
性および範囲の経済性が存在するといえよう。
　　７．結びにかえて
　本論は，生命保険会社の競争力を規模の経済性（エコノミ－ズ・オブ・ス
ケール）や範囲の経済性（エコノミーズ・オブ・スコ－プ）という銀行業など
において用いられる手法を用いて分析するものである。銀行業について
は，資本コストによる分析も行なわれることがある（倉沢［1992],日本銀行
［1992D。生命保険会社は相互会社形態のものが多いので，株式の機会費用
である資本コストの分析は直接は応用できない。また，資金調達も限定的
であり，社債の資本コストなどの分析も行なえない。
　したがって，生命保険会社の競争力分析としては充分ではないものの，
以上の計測による規模・範囲の経済性の分析は最近の生命保険業について
の諸研究と整合的であった。とくに，銀行業務を兼営した場合の規模・範
囲の経済性の存在は今後の業務自由化に示唆を与えるものであろう。
　ただし，先に指摘したような事業費の構造からすれば，各生保会社の商
品ラインナップによる問題点などはより厳密に議論される必要があろう。
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